
　意見案第８号 

 

　　　　持続可能な水田・畑作農業の確立に向けた意見書 

 

　北海道の農業・農村は大規模で専業的な経営が中心となり、我が国の耕地面積の約４

分の１を占める広大な土地資源を生かし、安全・安心な農畜産物を安定的に生産・供給

し続けており、昨年４月に策定された「食料・農業・農村基本計画」では、北海道が主

要穀物などの主産地として明記されるなど、我が国の食料供給地域として北海道への期

待と役割は、ますます大きくなっている。 

　一方、近年では、地球規模での気候変動やロシアによるウクライナ侵攻・中東情勢の

緊迫化などにより、営農に必要不可欠な生産資材の価格高騰や安定的な調達に対する不

確実性が一層高まっており、農業経営にも多大な影響を及ぼしている中、北海道におい

ても農業従事者数の減少や高齢化の進展、これらに伴う労働時間や機械導入費用の増加

など、農業者に過度な負担を強いる悪循環が生じている。 

　このような中、道では、「第７期北海道農業・農村振興推進計画」を策定し、我が国

の食料安全保障に最大限貢献できるよう各般の施策を総合的・計画的に推進していくこ

ととしている。 

　また、国では、令和７年度からの５か年を農業構造転換集中対策期間と位置づけ、食

料安全保障の強化に取り組むとともに、令和９年度からの水田政策の見直しを進めてい

るが、これらの政策は、農業・農村の持続的な発展と農業経営の安定や再生産・再投資

が可能な政策となるよう、地域の実情に即し、生産性の向上につながる制度に見直す必

要がある。 

　よって、国においては、今後とも、地域の担い手が生産基盤である農地を維持し、将

来にわたり意欲を持って営農が継続できるよう、次の事項について、十分配慮するよう

強く要望する。 

記 

１　水田政策の見直しや畑作物の直接支払交付金などの経営所得安定対策の検討に当た

っては、地域の実情を踏まえつつ、現行以上の支援水準が確保されるよう、十分な予

算を確保し、農業経営の安定化に向けた対策を講ずること。 

２　需要に応じた生産や地域作物の振興、輪作体系の確立など、地域の実情に応じた産

地形成に取り組めるよう地域が裁量を持って活用できる産地交付金を維持・拡充する

こと。 

３　農地の保全や環境負荷低減への取組に対する支援の強化に向け、日本型直接支払制

度の抜本的な見直し・拡充を図ること。 

４　高温・干ばつなどの異常気象も頻発する現況を踏まえ、我が国の食料安全保障の観

点から、北海道農業の在り方を重視した政策を検討すること。 

　以上、地方自治法第99条の規定により提出する。 
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